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Ⅰ．は じ め に
今日，バブル経済崩壊後の景気回復の兆しも見受けられ，企業は新しい経営スタイルを模索する必
要性にせまられている。さらに，従来にもまして企業をとりまく環境は，急速的に変化し，企業に
は，それらに対して，従業員の意識や行動の変革を意図したいわゆる組織変革行動が常態的に要請さ
れている。
このような状況下，我々の研究関心は，企業の組織変革行動が，今日，どのような様相を呈してい
るのか，そして，それが今日までにどのように変化してきているのか，ということにある。
以上の研究関心に基づき，我々は，２００６年８月から８月末日にかけて質問票を使用したアンケート
調査（以下，「０６年調査」と略称する）を行った。
この０６年調査における具体的な課題は，日本企業が行ってきた組織変革行動の代表的な施策（体系）
のひとつである CI（Corporate Identity）活動を対象にして，第１に，今日の企業の組織変革行動の様相
を明らかにすること，第２に，０６年調査の結果と，１９８６年の調査，あるいは１９９６年の調査とを比較す
ることにより，その活動がどのように変化してきているのかについて明らかにすることである。よっ
て，本稿の目的は，この課題に基づき行った０６年調査の調査結果（内容と比較）を報告することにある。
ここで，１９８６年の調査とは，１９８６年に財団法人企業活力研究所が行った調査（以下，「８６年調査」
と略称する）である。また，１９９６年の調査とは，１９９６年に松田他が行った調査（以下，「９６年調査」
と略称する。詳細は，松田陽一『企業の組織変革行動』千倉書房，２０００年を参照のこと）である。な
お，０６年調査の詳細については，松田（２００６）を参照いただきたい。
また，上記の８６・９６・０６年調査においては，①導入年次は異なるが，CI活動を導入した日本国内
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表１ ８６年・９６年・０６年調査の概要
項目＼調査 ８６年調査 ９６年調査 ０６年調査
１．調査の代表者 財団法人企業活力研究所
松田陽一他（神戸大学大学
院経営労務研究室所属）
松田陽一（岡山大学社会文
化科学研究科）
２．調査期間（配布開始～
返送締切）
１９８６年１１月２７日～
１９８７年１月６日
１９９６年８月４日～
１９９６年８月３１日
２００６年８月１日～
２００６年８月３１日
３．送付先の企業数
３９２社（CI活動導入の判明
企業）
６２４社（CI活動導入の判明
企業）
１０５０社（CI活動導入の判明
企業）
４．企業の送付先 CI活動の担当者（責任者） 企業の人事担当責任者 企業の人事担当責任者
５．有効回答数 １０２社 ８０社 ２０社
の企業を調査対象としたこと，②質問票を使用するアンケート調査という調査方法であること，③質
問票には共通している質問項目があること（９６・０６年調査はその一部について，経時変化をみるとい
う観点から，８６年調査と同様な質問項目を使用している），について同じである。よって，本稿にお
ける以下の調査結果では，上記の第２の課題を明らかにするために，共通している部分については
「８６年調査（全てではない）」，あるいは「９６年調査」の調査結果をも同時に提示している。
なお，それぞれの調査の概要は表１のとおりである。
Ⅱ．調査の概要
１．対象と方法
０６年調査の対象は，日本企業が今日まで行ってきた CI活動である。具体的には，新聞・雑誌・文
献等から１９７０年から２００５年末までの間に CI活動を導入し，行った（あるいは行っている）ことが判
明した企業に対してアンケート調査を行っている。これについては，企業名・数は異なるが，郵送先
企業の抽出のやり方は，８６・９６年調査と同様である。
また，０６年調査は，調査票（質問票（兼）回答用紙）を上記の企業に郵送し，企業に記入いただ
き，その調査票を当方に返送していただくことによって回収する方法で行っている。これについて
も，８６・９６年調査と同様である。
２．０６年調査の実施概要
０６年調査における実施期間，郵送数，回答企業の数，有効回答企業の数については，以下のとおり
である。
（１）実施期間：２００６年８月１日（郵送の開始）～２００６年８月３１日（返送の締切）
（２）郵送数：１０５０社
（３）回答企業の数：２９社（２．８％）→この内，ほぼ無回答：２社，問１のみ回答：７社
（４）有効回答企業の数：２０社（１．９％）
３．回答企業の属性
（１）業種
有効回答企業の業種については，表２のとおりである。なお，業種の表記については返送いただい
２４ 松 田 陽 一
－２４－
表２ 有効回答企業の業種（n＝２０）
調査
業種
８６年調査％
（n＝１０２）
９６年調査％
（n＝８０）
０６年調査（n＝２０）
％ 回答数
建設 ３．９ １６．５ ５．３ １
食料品 １３．７ ８．９ ５．３ １
繊維・化学 １７．６ ７．６ １５．８ ３
機械・機器 １５．７ １５．２ １５．８ ３
その他製造 ５．９ １９．０ ５．３ １
商業 １７．６ ８．９ ２１．１ ４
金融・保険 １４．７ １２．７ ５．３ １
サービス １０．８ １１．４ ２６．３ ５
未記入 ０ １   １
合計 ９９．９ １００．２ １００．２ ２０
表３ 有効回答企業の従業員数（n＝２０）
調査
従業員数
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
１－５００人 １３．７ １３．８ ５２．９ ９
５０１－１０００人 １４．７ １０．０ １７．６ ３
１００１－５０００人 ４９．０ ５２．５ １７．６ ３
５００１－１００００人 １０．８ １１．３ ０．０ ０
１０００１人超 １１．８ １２．５ １１．８ ２
未記入 ０ ０ － ３
合計 １００．０ １００．０ ９９．９ ２０
た調査票の記述内容に基づいている。また，８６・９６年調査の内容をも併せて示している（未記入分を
控除した数値を分母にして算出している）。
（２）従業員数
有効回答企業の従業員数（２００６年４月１日時点）について，その人数帯ごとの分布を示したのが表
３である。その最大値は３０，０００人，最小値は８４人である。０６年調査の有効回答企業の７割強は，従業
員数が１０００人以下の企業である。また，８６・９６年調査の内容をも併せて示している（未記入分を控除
した数値を分母にして算出している）。
４．本稿における表記
本稿における以下の記述については，主に基礎的な統計数値の集計結果に基づいて表記している。
また，その表記については，以下の点について共通である。
（１）本稿における表１～３を含む以下の諸表の中で，「％」表記は，百分率の数値を示している。ま
た，それについては百分率における小数点第２位を四捨五入し，小数点第１位までを表記している。
なお，各項目の数値の合計が，端数処理により「１００％」にならないこともある。ただし，この数値
は，とくに断らない限り，その項目における未記入の企業数を除いた回答企業の合計数を分母にして
算出している。
（２）同様に，平均値は，小数点第３位を四捨五入し，小数点第２位までを表記している。なお，紙面
の都合上，該当項目における企業の回答数は表記しているが，標準偏差値は割愛している。
（３）同様に，「 」表記は，その欄に該当する数値（データ）のないことを示している。
２５企業の組織変革行動に関する調査
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表４ CI活動の期間（n＝２０）
期間 企業数 ％
１年未満 １ ６．７
１年 ２ １３．３
２年 ２ １３．３
３年 ２ １３．３
４年 １ ６．７
５年超 ４ ２６．７
継続中 ３ ２０．０
未記入 ５  
合計 ２０ １００．０
注１）上記表４の中で「期間」とは開始時期と終了時期の年数の間隔を示している。
注２）上記表４の中で「未記入」とは，回答について活動の開始時期あるいは終了時
期の記入がなかった企業の数を示す。また，継続中と回答した企業の活動開始時
期は，３社とも２００３年である。
（４）同様に，「n＝」表記は，未記入分を含んだ回等企業の合計数を示している。０６年調査の場合，基
本的には，n＝２０である。また，未記入の企業数は紙面の都合上，表記していない場合もある。
（５）同様に，選択肢として「１」～「５」と表記してあるものは，とくに断らない限りそれぞれにつ
いて「１点」～「５点」の得点を与えて平均値等を算出している。
（６）０６年調査で尋ねている「現時点」とは，２００６年４月１日時点を指している。
Ⅲ．調査結果の詳細
１．CI活動の活動期間
CI活動の期間について尋ねた結果が表４である。
９６年調査と０６年調査では，CI活動の開始時期と終了時期の年数記入で尋ねたために，正確な活動
期間は不明である。具体的な活動期間についてみると，８６年調査では「１年以上２年未満」が４９．０％
であり，平均して２．５年を要していた。９６年調査では，CI活動の開始時期と終了時期の記入年の間隔
が３年以上にわたっている企業の割合は７５．０％であった（３年以上の継続中も含む）。特定はしにく
いが，１０年前（８６年調査）よりも CI活動は長期化していると考えられた。０６年調査では，同様な視
点から考えると，その割合は６６．７％である（３年以上の継続中も含む）。活動期間は，９６年調査時点
からはやや短期化しているといえる。
なお，０６年調査では，２回以上の CI活動を行ったと回答した企業はない。また，同調査では，１９９４
年以降に CI活動を新たに行った，あるいは継続して行った企業を主な調査対象として意図したが，
１９９３年以前に新たに行っていた企業は２社であった。
２．CI活動の推進組織
（１）推進組織の人数
CI活動は，９６年調査時には，全社的な全員参加型の活動になっており，そういう認識の企業も多
かった。その認識に基づいて，具体的な推進組織を設置し，体制を整え，専従者と兼任者の複合体制
で CI活動を推進する企業が多かった。また，その様相は８６年調査より拡大傾向にあった。それが，
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表５ CI活動の推進組織における専従者の人数（n＝２０）
調査
人数
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
０人 ５４．３ ４９．３ ６４．３ ９
１人 ９．８ １１．０ ７．１ １
２人 １３．０ ９．６ １４．３ ２
３人 １４．１ １２．３ ０．０ ０
４人 ４．３ ４．１ ０．０ ０
５人～ ４．３ １３．７ １４．３ ２
未記入 １０ ７   ６
平均値 １．３０ ２．００ １．４３  
注）上記表５の数値は，それぞれの「n」数から未記入の数を差引
いた数値を分母にして，百分率数値における小数点２位以下を四
捨五入して表記している。これについては，以下の表についても
同様である。
表６ CI活動の推進組織における兼任者の人数（n＝２０）
調査
人数
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
０人 ９．８ １５．１ ２１．４ ３
１人 ７．６ ４．１ ０．０ ０
２人 １０．９ ９．６ ３０．８ ４
３－５人 １８．５ １２．３ １５．４ ２
６－８人 １３．０ ６．８ １５．４ ２
９－１０人 １４．１ １７．８ １５．４ ２
１１－１５人 １６．３ １５．１ ０．０ ０
１６人～ ９．８ １９．２ ０．０ ０
未記入 １０ ７   ７
平均値 ７．６０ １０．６０   ３．７８
０６年調査では，それが減少傾向に変化している。
①専従者の人数
CI活動の推進組織における専従者の人数について尋ねた結果が表５である。
０６年調査では，専従者のみで活動を推進していると回答した企業の割合は，２１．４％（３社）であ
る。９６年調査では，それは，１５．７％であった。よって，兼任者のみ，あるいは専従者と兼任者の複合
体制で活動を推進している企業が大半であることに変化はない。８６年調査においても，この傾向は同
様であった。
また，その構成人数の平均値は，８６年調査→９６年調査→０６年調査について，それぞれ「１．３３人」
→「２．００人」→「１．４３人」である。９６年調査時より減少している。
②兼任者の人数
CI活動の推進組織における兼任者の人数について尋ねた結果が表６である。
その構成人数の平均値は，８６年調査→９６年調査→０６年調査の順に，それぞれ「７．６０人」→「１０．６０
人」→「３．７８人」である。９６年調査時よりかなり減少している。
なお，数字では提示していないが，専従者と兼任者の人数の合計が１１人以上と回答した企業は，８６
年調査では２９．４％（３０社），９６年調査では４１．３％（３３社），０６年調査では，７．７％（１社）である。こ
れについても，９６年調査時には拡大傾向にあったが減少傾向になっている。
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表７ CI活動の推進組織における最高責任者の職位（n＝２０）
調査
職位
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
社長 ２６．０ ３８．５ ３３．３ ５
副社長 １３．５ １５．４ １３．３ ２
専務・常務 ４０．６ ２６．９ ０．０ ０
取締役 １２．５ ７．７ ０．０ ０
執行役員     ６．７ １
部長・室長 ７．３ １１．５ ４６．７ ７
未記入 ６ ２   ５
（２）最高責任者の職位
CI活動の推進組織における最高責任者の職位について自由記述で尋ねた結果が表７である。CI活
動の最高責任者には，一般的に，経営者層がなる場合が多かった。
０６年調査では，①最高責任者が取締役以上の企業の割合は４６．７％（７社）である。そのうち②「社
長」である企業の割合は，取締役以上と回答した企業の７１．４％（５社）である。８６年調査では，①が
９２．６％（８９社），②が企業の２８．１％（２５社）であった。９６年調査では，①が８８．５％（６９社），②が４３．５％
（３０社）であった。これから，CI活動の最高責任者に経営者層が就任するという傾向に変化はない
が，最高責任者が下位層に移り，また取締役以上の役員層がなる場合には社長がなることが増えてい
る。
３．CI活動の導入契機
CI活動の導入契機について複数回答で尋ねた結果が表８である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「企業イメージ向上や統一への要請」
→「社内活性化・意識変革の要請」→「創立○周年事業」・「社名変更」である。８６年調査では，同
様にみると「創立○周年事業」→「多角化等の事業内容の変化」→「中・長期計画の中の位置付け」
であった。９６年調査では，同様にみると「社内活性化・意識改革の社内的要請」→「企業イメージの
向上・統一の社内的要請」→「創立○周年事業」であった。９６年調査では，「社内活性化・意識改革
の社内的要請」が８６年調査と比較して高い数値を示していた。これは，企業がその１０年間に，組織活
性化，意識改革という企業組織内の課題解決を要請される状況下にあり，そのことを強く認識してい
る結果と考えられた。よって，企業イメージを向上させるための戦略の一環として CI活動を導入す
ることは定着していた。また，創立周年事業のように社内記念行事を導入契機とすることも８６年調査
時と大きな変化はなかった。
その一方で，８６年調査で上位２・３位の項目は，９６年調査ではそれぞれ５位，７位とやや中位に位
置していた。これは，８６年調査時では，企業が組織凝集力の低下を防ぐために CI活動を導入してい
たこと，および CI活動と経営計画との関連を強く考えていたことによると考えられた。しかし，９６
年調査では，企業は CI活動をそれらの側面よりもむしろ従業員の活性化や意識変革という組織変革
に関連づけて導入していると推察された。
０６年調査では，９６年調査と比較して，企業イメージ向上という CI活動の基本的あるいは原始的な
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表８ CI活動の導入契機（n＝２０）（複数回答）
調査
項目
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
１．創立○周年事業 ４８．０ ４５．０ ３０．０ ６
２．経営者の交代 １１．８ １８．８ ２５．０ ５
３．企業の合併・吸収 ４．９ ５．０ １５．０ ３
４．社屋の新設・移転 １０．８ ３．８ ５．０ １
５．社名変更 ２５．５ ２６．３ ３０．０ ６
６．業績の上昇 １３．７ ７．５ ０．０ ０
７．業績の不振 ４．９ ６．３ １０．０ ２
８．多角化等の事業内容の変化 ４２．２ ３５．０ １０．０ ２
９．市場環境の変化 ２．９ ３７．５ １５．０ ３
１０．国際化への対応 ２９．４ ３３．８ ５．０ １
１１．中・長期計画の中の位置付け ３８．２ ３２．５ １５．０ ３
１２．新卒等の雇用対策   １０．０ １０．０ ２
１３．同業他社への対応・差異化 ２１．６ ２１．３ ２５．０ ５
１４．社内活性化・意識変革の要請 ７．８ ８８．８ ６５．０ １３
１５．企業イメージ向上や統一への要請   ８０．０ ７０．０ １４
１６．会社の政策・経営方針の転換   １１．３ １５．０ ３
１７．株主等の外部者からの要請     １５．０ ３
１８．その他 ７．８ １１．３ ５．０ １
注１）その他（自由記入）の回答企業数は１である。また，その記述内容は次のとおりであ
る。・リストラへの対応
注２）９６年調査では，８６年調査の質問項目に新たに３項目（項目番号１２，１５，１６）を付加して
行っている。そのため，８６年調査には該当項目の数値がなく，「 」で表記している。
なお，９６年調査における「１７．その他」の具体的記入については，次のとおりである。
・将来への不安 ・株式の上場 ・株式店頭公開 ・TQCの弊害の打破 ・ブランドの
統合化 ・社名が読みづらい
部分が，再度，重要視されてきており，社内活性化・意識改革はやや後退している。
４．CI活動の成果に対する自己評価
CI活動の成果に対する自己評価について，選択肢の「５（非常に成果があった）」から「１（全く
成果がなかった）」の５点尺度で尋ねた結果が表９である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「社員の意識一体化」→「組織活性化
やそのための環境づくり」→「企業イメージアップ」である。８６年調査では，得点の与え方が異なる
ために直接的な比較することは不可能である。しかし，平均値の上位３つは，数値の低くなる順に
「企業イメージアップ」→「社員の意識一体化」→「企業理念の明示と内外への浸透」であった。９６
年調査では，同様にみると「企業理念の明示と内外への浸透」→「企業イメージアップ」→「社員の
意識一体化」であった。
０６年調査では，８６・９６年調査と比較して，企業イメージアップの順位が降下し，社員の意識一体化
が高い数値を示している。つまり，意識一体化や組織活性化という企業内部の課題について成果が
あったと考えており，８６・９６年調査とは異なった傾向を示している。また，この結果は，CI活動の
導入契機の結果とも異なった傾向を示している。
その一方で，成果認識の低い項目について，この３つの調査における「流通チャネルの強化」につ
いては数値が低いことは共通しており，また，０６年調査では，新たにグループや協力企業との関係強
２９企業の組織変革行動に関する調査
－２９－
表９ CI活動の成果に対する自己評価（n＝２０）
調査
項目
８６年調査
平均値
９６年調査
平均値
０６年調査
平均値 １ ２ ３ ４ ５
１．業績の向上 １．４４ ３．２９ ３．５５ ０ ２ ２ ６ １
２．企業文化の変革 １．４１ ３．６６ ３．７３ ０ １ ４ ８ ２
３．社内コミュニケーションの活性化 １．６５ ３．６４ ３．６０ ０ １ ２ ７ ０
４．社員の意識一体化 １．７２ ３．７６ ３．８３ ０ １ １ ９ １
５．優秀な人材の採用 １．３３ ３．３７ ３．４３ ０ １ ２ ４ ０
６．対外的コミュニケーション効率の向上 １．５７ ３．７３ ３．１０ ０ ０ ３ ２ ０
７．組織活性化やそのための環境づくり １．４１ ３．５５ ３．７８ ０ ０ ３ ５ １
８．グループや協力企業との関係強化 １．２０ ３．４１ ２．８３ ０ ２ ３ １ ０
９．流通チャネルの強化 １．１５ ２．７０ ２．８０ ０ ２ ２ １ ０
１０．マインド・シェアの向上 １．４１ ３．２４ ３．００ ０ １ ３ １ ０
１１．企業イメージアップ １．８３ ４．０６ ３．７７ ０ １ ３ ７ ２
１２．業容拡大に伴う実態と社名の適合化 １．３９ ３．４５ ３．６０ ０ ０ ３ １ １
１３．企業理念の明示と内外への浸透 １．６７ ４．１０ ３．６４ ０ １ ３ １０ ０
１４．マーケティングプロモーションの向上 １．２５ ３．２６ ３．００ ０ １ ３ １ ０
１５．新製品・新事業の開発 １．１９ ３．００ ３．００ ０ １ ５ １ ０
１６．市場シェアの拡大 １．２５ ２．８７ ３．００ ０ １ ３ １ ０
１７．収益力の強化 １．１８ ３．００ ２．８３ ０ １ ５ ０ ０
１８．国際化・海外市場への対応強化   ３．１０ ３．００ ０ １ ２ １ ０
１９．その他   ４．５０ ０．００ ０ ０ ０ ０ ０
総平均値 １．４１ ３．４０ ３．３１ － － － － －
注１）８６年調査では，「１点（成果がある）」から「３点（成果なし）」という３点・逆尺度で尋ねている。
注２）総平均値の算出においては，「１９．その他」はサンプル数が少ない（８６年調査：０社，９６年調査：４社）た
めに除外して算出した。
化や収益力の強化に対する成果認識が低い。
５．CI活動における施策
（１）CI活動の施策
企業が CI活動で行う施策には大きく分けて，VI（visual identity：視覚）系，MI（mind identity：理
念）系，BI（behavior identity：行動）系がある。とくに，アメリカ企業は VI系が中心であるが，日
本企業はこの３つの系の施策を関連づけて行うことが多い（松田，２０００）。
企業が CI活動で行った施策について複数回答で尋ねた結果が表１０である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニ
ホーム，社章，名刺，パッケージ，店舗，看板等のデザイン系の新設・改定・統一を行なう」・「新
しい企業理念を社内外に発表する」→「CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足や設立」
である。８６年調査では，同様にみると「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，
３０ 松 田 陽 一
－３０－
パッケージ，店舗，看板等のデザイン系の新設・改定・統一を行なう」→「アンケートやインタ
ビューなどによる社員の意識調査」→「自社の企業イメージの調査」であった。９６年調査では，同様
にみると「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッケージ，店舗，看板等のデ
ザイン系の新設・改定・統一を行なう」→「CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足や設
表１０ CI活動における施策（n＝２０）（複数回答）
調査
項目
８６年調査
％（n＝１０２）
９６年調査
％（n＝８０）
０６年調査
％（n＝２０） 回答数
１．自社の企業イメージ調査 ７９．４ ８３．８ ４５．０ ９
２．アンケートやインタビューなどによる社員の意識調査 ８２．４ ８７．５ ５０．０ １０
３．CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足や設立   ９１．３ ６５．０ １３
４．新しい企業理念を社内外に発表する ７７．５ ８６．３ ７０．０ １４
５．ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッ
ケージ，店舗，看板のデザイン系の新設・改定・統一を行なう ９６．１ ９３．８ ７０．０ １４
６．新規事業進出の計画や実施 １４．７ ３１．３ ２５．０ ５
７．社是社訓，社内スローガン，行動指針，社歌等を新たに掲げ
るあるいは変更する ７８．４ ７３．８ ５５．０ １１
８．新卒者や中途入社に対して新たな採用制度を新設する   ５．０ ２５．０ ５
９．社名を変更する ３２．４ ３８．８ ２０．０ ４
１０．新商品や新サービスを開発する １２．７ ２０．０ ２５．０ ５
１１．将来の活動ドメイン（事業領域）やビジョン等の経営方針を
策定する ２６．５ ６５．０ ４０．０ ８
１２．組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む） ３２．４ ４５．０ ５０．０ １０
１３．ブランド（プロダクト）体系を再編する ３１．４ １７．５ １５．０ ３
１４．肩書（会社内の職位名）の呼称を変更する   １８．８ １０．０ ２
１５．昇給・昇格などの人事制度や給与・報酬制度を改定する   ３１．３ ４５．０ ９
１６．各場で小グループを作り，活動推進を図る   ４２．５ ２５．０ ５
１７．企業グループの結束を図る，または改編・再編する ２９．４ ２３．８ ３５．０ ７
１８．○○賞の創設，文化イベントの後援・協賛・開催，スポーツ
イベントの開催・後援・協賛等を実施する ２７．５ ４３．８ ２０．０ ４
１９．CI活動の途中や終了後に社員の意識や行動の変化に関する
アンケート等を実施する   ３１．３ ３０．０ ６
２０．新規に事業部を設置する   １７．５ ４０．０ ８
２１．新たな広告展開を図る ４５．１ ５６．３ ２５．０ ５
２２．他の全社運動との連携を深める １５．７ １７．５ １５．０ ３
２３．○○運動をスタートさせる ２８．４ ３８．８ ２５．０ ５
２４．社員教育や研修を新規に導入したり，改定したりする   ２７．５ ３５．０ ７
２５．部や課の名称を変更する   ８．８ ３５．０ ７
２６．社内広報誌の活性化や見直しを図る ７０．６ ５１．３ ４０．０ ８
２７．福利厚生制度や改定や新しい厚生施設の建設   ２６．３ １０．０ ２
２８．自社施設の地元開放や所在する地域の活動に参加する １１．８ １５．０ １５．０ ３
２９．新社屋，研究所，記念館，PR館等を改修・建設する ５．９ １８．８ ３０．０ ６
３０．その他 １．０ ７．５ ０．０ ０
注１）上記表１６の最右欄の「回答数」は，重複を除いたその施策を行った企業の正味の数値を示している。
注２）０６年調査の「２３．○○運運を…」の回答企業数は７である。その記述内容は次のとおりである。・安全運転 ・ス
テップ２１ 記入なし（５社）
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立」→「アンケートやインタビュー等による社員の意識調査」であった。
これをみると，VI系施策が一番多く行われていること，および活動開始前の従業員・企業調査，
推進チームの設置等の施策を行うことは，この２０年間で，大きな変化はない。
また，８６年調査から９６年調査において，２倍以上の数値を示している施策には，「新規事業進出の
計画や実施」，「将来の活動ドメイン（事業領域）やビジョン等などの経営方針の策定」，「新社屋，研
究所，記念館，PR館等の建造」があった。これは，新規事業や経営方針などの経営戦略に関連した
施策や，一時ブームになった企業の社会貢献活動や文化活動に関連した施策を行う企業が１０年前に比
較して多いことを示していた。また，ブランド体系や社内広報の施策（項目番号：１３・２６）は，この
１０年間で半減していた。
同様にみると，９６年調査から０６年調査において，２倍以上の数値を示している施策には，「新規に
事業部を設置する」，「新卒者や中途入社に対して新たな採用制度を新設する」，「部や課の名称を変更
する」がある。また，その一方で，９６年調査から０６年調査において，その数値が半減した施策には，
「○○賞の創設，文化イベントの後援・協賛・開催，スポーツイベントの開催・後援・協賛等を実施
する」，「新たな広告展開を図る」，「福利厚生制度や改定や新しい厚生施設の建設」がある。組織構造
に関わる施策や人事に関する施策を行うことが倍増し，広告や文化事業に関わる施策が半減している
ことが特徴的である。
（２）０６年調査における CI活動の施策の実施プロセス
組織変革を有効に推進していくためには，企業の行う施策が時間の経過とともに増加し，多様化し
ていく傾向がある。これは，CI活動や組織変革に関する研究でも数多く指摘されている（松田，
２０００）。この点について，９６・０６年調査ではクルト・レヴィン（K. Lewin，１９５０）が提唱した「解凍
→移行→再凍結」という組織変革のプロセスモデルに基づいて，どのような施策が行われているのか
を明らかにしようとしている。
具体的には，CI活動で企業が行った（行っている）施策について「①準備期」，「②導入期」およ
び「③展開期」という３つの期間（段階）に分けて尋ねた結果が表１１である。ここで，準備期とは CI
活動の導入前の期間を，導入期とは CI活動を導入した以降の期間を，展開期とは CI活動の導入後，
ある程度の時間が経過した後以降の期間を示している。
なお，８６年調査では，この質問項目による調査を行ってはいなかった。
①準備期
上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足
や設立」→「自社の企業イメージ調査」→「アンケートやインタビューなどによる社員の意識調」・
「組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む）」である。
②導入期
同様にみると「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッケージ，店舗，看板
のデザイン系の新設・改定・統一を行なう」→「新しい企業理念を社内外に発表する」→「社是社
訓，社内スローガン，行動指針，社歌等を新たに掲げるあるいは変更する」・「組織・機構を改革・
改編する（部・課の統廃合を含む）」である。
３２ 松 田 陽 一
－３２－
表１１ CI活動の施策の実施プロセス（n＝２０）（複数回答）
期間（段階）
項目
準備期 導入期 展開期 実質
回答数％ 数 ％ 数 ％ 数
１．自社の企業イメージ調査 ４３．８ ７ １２．５ ２ ０．０ ０ ９
２．アンケートやインタビューなどによる社員の意識調査 ３１．３ ５ ２５．０ ４ １２．５ ２ １０
３．CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足や設立 ６２．５ １０ １２．５ ２ ６．３ １ １３
４．新しい企業理念を社内外に発表する １８．８ ３ ６２．５ １０ ３１．３ ５ １４
５．ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッ
ケージ，店舗，看板のデザイン系の新設・改定・統一を行なう １２．５ ２ ６８．８ １１ ２５．０ ４ １４
６．新規事業進出の計画や実施 ６．３ １ １２．５ ２ ２５．０ ４ ５
７．社是社訓，社内スローガン，行動指針，社歌等を新たに掲げ
るあるいは変更する １８．８ ３ ３７．５ ６ １８．８ ３ １１
８．新卒者や中途入社に対して新たな採用制度を新設する ０．０ ０ １２．５ ２ ２５．０ ４ ５
９．社名を変更する ６．３ １ １８．８ ３ ６．３ １ ４
１０．新商品や新サービスを開発する ６．３ １ ２５．０ ４ ２５．０ ４ ５
１１．将来の活動ドメイン（事業領域）やビジョン等の経営方針を
策定する １８．８ ３ ３１．３ ５ ２５．０ ４ ８
１２．組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む） ３１．３ ５ ３７．５ ６ ３１．３ ５ １０
１３．ブランド（プロダクト）体系を再編する １２．５ ２ ６．３ １ １２．５ ２ ３
１４．肩書（会社内の職位名）の呼称を変更する ６．３ １ ０．０ ０ ６．３ １ ２
１５．昇給・昇格などの人事制度や給与・報酬制度を改定する ０．０ ０ １２．５ ２ ４３．８ ７ ９
１６．各場で小グループを作り，活動推進を図る １２．５ ２ ６．３ １ ２５．０ ４ ５
１７．企業グループの結束を図る，または改編・再編する ６．３ １ ３１．３ ５ ３１．３ ５ ７
１８．○○賞の創設，文化イベントの後援・協賛・開催，スポーツ
イベントの開催・後援・協賛等を実施する １２．５ ２ １２．５ ２ １８．８ ３ ４
１９．CI活動の途中や終了後に社員の意識や行動の変化に関する
アンケート等を実施する ６．３ １ ２５．０ ４ １８．８ ３ ６
２０．新規に事業部を設置する １２．５ ２ ３１．３ ５ ３１．３ ５ ８
２１．新たな広告展開を図る ６．３ １ ２５．０ ４ １８．８ ３ ５
２２．他の全社運動との連携を深める ６．３ １ １８．８ ３ １２．５ ２ ３
２３．○○運動をスタートさせる ６．３ １ ６．３ １ ３１．３ ５ ５
２４．社員教育や研修を新規に導入したり，改定したりする ６．３ １ ２５．０ ４ ３１．３ ５ ７
２５．部や課の名称を変更する ６．３ １ １８．８ ３ ３１．３ ５ ７
２６．社内広報誌の活性化や見直しを図る １２．５ ２ ３１．３ ５ ３１．３ ５ ８
２７．福利厚生制度や改定や新しい厚生施設の建設 ６．３ １ ６．３ １ １２．５ ２ ２
２８．自社施設の地元開放や所在する地域の活動に参加する ６．３ １ １８．８ ３ ６．３ １ ３
２９．新社屋，研究所，記念館，PR館等を改修・建設する ６．３ １ ２５．０ ４ １８．８ ３ ６
３０．その他 ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０
延企業数 － ６２ － １０５ － ９８
実質回答数 － １６ － １６ － １６
一施策当りの企業数の平均値 － ２．１ － ３．６ － ３．４
一企業当りの施策数の平均値 － ３．９ － ６．６ － ６．１
注１）上記表１１の中で「延企業数」は，各々の施策を行った企業の総合計を示している。「実質回答数」は，重複を除い
た，その期間について回答のあった正味の企業数を示している。「一施策当りの企業数の平均値」は，１つの施策に
ついて行った企業数の平均値を示している。これは，上記「延企業数」を「３０．その他」を除いた２９施策で除した数
値である。「一企業当りの施策数の平均値」は，各々の期間内に一企業が行った施策数の平均値を示している。これ
は，上記の「延企業数」を「実質回答数（３期間とも１６）」で除した数値である。これについては，表１２も同様である。
注２）企業によっては，同一の施策を２つ以上の期間で行うこともある。よって，表１０の最右欄における「（０６年調査）回
答数」の数値と表１７における１つの施策の「準備期」，「導入期」および「展開期」の合計数値とは異なることもある。
３３企業の組織変革行動に関する調査
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③展開期
同様にみると「昇給・昇格などの人事制度や給与・報酬制度を改定する」→「新しい企業理念を社
内外に発表する」・「組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む）」・「企業グループの
結束を図る，または改編・再編する」・「新規に事業部を設置する」・「○○運動をスタートさせ
る」・「社員教育や研修を新規に導入したり，改定したりする」・「部や課の名称を変更する」・
「社内広報誌の活性化や見直しを図る」である。
（３）CI活動の施策の実施プロセスにおける９６・０６年調査の比較
上記（２）について，９６年調査の内容と比較した結果が表１２である。
①準備期
９６年調査では，この期間は，企業のおかれている実態，および自己の企業像を把握するための調査
施策の多いこと，これ以外の施策を行っている企業の少ないことが特徴的であった。また，その上位
項目の３つは，その数値が低くなる順に「CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足，設
立」→「アンケート，インタビュー等による社員の意識調査」→「自社の企業イメージの調査」で
あった。順位は異なるが，０６年調査でも同様な施策が行われている。ただし，０６年調査では９６年調査
では低かった組織の改革・改編施策が行われているのが特徴的である。
②導入期
９６年調査では，この期間は，企業が現実的に組織変革を起こし，進めていくための施策を多様に
行っていること，施策を行った延企業数も準備期より増えていることが特徴的であった。また，その
上位項目の３つは，同様にみると「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッ
ケージ，店舗，看板のデザイン系の新設・改定・統一を行なう」→「新しい企業理念を社内や対外に
発表する」→「社是社訓，社内スローガン，行動指針，社歌等を新たにかかげるあるいは変更する」
であった。０６年調査でも同じ結果である。ただし，０６年調査では９６年調査では低かった組織の改革・
改編施策が行われているのが特徴的である。
③展開期
９６年調査では，この期間は，CI活動がある程度進み，その定着や継続について考慮するために，
他の２期間と比較して，施策としてはさらに広範囲にわたって行っていること，および施策を行った
延企業数も一番多いことが特徴的であった。また，その上位項目の３つは，同様にみると「新たな企
業広告展開を図る」→「組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む）」→「○○賞の創
設，文化イベントの後援・協賛・開催，スポーツイベントの開催・後援・協賛等を実施する」・「社
内広報誌の活性化や見直しを図る」であった。０６年調査では，広告や文化事業に替わって，人事制度
（研修等を含む）や組織構造（名称変更を含む）に関連する施策を行なう企業の割合が増えているの
が特徴的である。その一方で，イベントや文化事業を行う企業の割合は減少している。さらに，「１
企業当りの施策数の平均値」が導入期から展開期にかけて減少しているのが特徴的である。
また，一企業が行なう施策は，９６年調査では，３つの期間（段階）が進むごとに３．２→４．７→５．９
であったが，０６年調査では３．９→６．６→６．１である。CI活動が進んでいくと期間ごとに企業が行う施
策も増えていくという傾向はやや変化しているが，施策数の数値の増えていることが特徴的である。
３４ 松 田 陽 一
－３４－
表１２ CI活動の施策の実施プロセスにおける９６・０６年調査の比較（n＝２０）（複数回答）
期間（段階）・調査
項目
準備期％ 導入期％ 展開期％
９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年
１．自社の企業イメージ調査 ６８．８ ４３．８ １２．８ １２．５ １３．８ ０．０
２．アンケートやインタビューなどによる社員の意識調査 ７６．６ ３１．３ １４．１ ２５．０ ８．８ １２．５
３．CI活動推進委員会等のプロジェクトチームの発足や設立 ８１．８ ６２．５ ３０．８ １２．５ １５．０ ６．３
４．新しい企業理念を社内外に発表する ５．２ １８．８ ６５．４ ６２．５ ２５．０ ３１．３
５．ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッ
ケージ，店舗，看板のデザイン系の新設・改定・統一を行う ６．５ １２．５ ６６．７ ６８．８ ３０．０ ２５．０
６．新規事業進出の計画や実施 ５．２ ６．３ ９．０ １２．５ ２２．５ ２５．０
７．社是社訓，社内スローガン，行動指針，社歌等を新たに掲げ
るあるいは変更する ３．９ １８．８ ５６．４ ３７．５ １７．５ １８．８
８．新卒者や中途入社に対して新たな採用制度を新設する ０．０ ０．０ ０．０ １２．５ ５．０ ２５．０
９．社名を変更する ３．９ ６．３ １７．９ １８．８ １７．５ ６．３
１０．新商品や新サービスを開発する ２．６ ６．３ ５．１ ２５．０ １６．３ ２５．０
１１．将来の活動ドメイン（事業領域）やビジョン等の経営方針を
策定する １８．２ １８．８ ３３．３ ３１．３ ２３．８ ２５．０
１２．組織・機構を改革・改編する（部・課の統廃合を含む） ２．６ ３１．３ １４．１ ３７．５ ３６．３ ３１．３
１３．ブランド（プロダクト）体系を再編する ２．６ １２．５ ６．４ ６．３ １０．０ １２．５
１４．肩書（会社内の職位名）の呼称を変更する ２．６ ６．３ ２．６ ０．０ １３．８ ６．３
１５．昇給・昇格などの人事制度や給与・報酬制度を改定する ３．９ ０．０ ５．１ １２．５ ２６．３ ４３．８
１６．各場で小グループを作り，活動推進を図る ６．５ １２．５ ２３．１ ６．３ ２０．０ ２５．０
１７．企業グループの結束を図る，または改編・再編する ２．６ ６．３ ３．８ ３１．３ ２０．０ ３１．３
１８．○○賞の創設，文化イベントの後援・協賛・開催，スポーツ
イベントの開催・後援・協賛等を実施する ３．９ １２．５ ７．７ １２．５ ３５．０ １８．８
１９．CI活動の途中や終了後に社員の意識や行動の変化に関する
アンケート等を実施する １．３ ６．３ １．３ ２５．０ ３０．０ １８．８
２０．新規に事業部を設置する ２．６ １２．５ ２．６ ３１．３ １２．５ ３１．３
２１．新たな広告展開を図る １．３ ６．３ ２４．４ ２５．０ ３８．８ １８．８
２２．他の全社運動との連携を深める ０．０ ６．３ ９．０ １８．８ １０．０ １２．５
２３．○○運動をスタートさせる ２．６ ６．３ １６．７ ６．３ ２５．０ ３１．３
２４．社員教育や研修を新規に導入したり，改定したりする ２．６ ６．３ ５．１ ２５．０ ２２．５ ３１．３
２５．部や課の名称を変更する ０．０ ６．３ １．３ １８．８ ７．５ ３１．３
２６．社内広報誌の活性化や見直しを図る ５．２ １２．５ １９．２ ３１．３ ３５．０ ３１．３
２７．福利厚生制度や改定や新しい厚生施設の建設 ０．０ ６．３ ６．４ ６．３ ２０．０ １２．５
２８．自社施設の地元開放や所在する地域の活動に参加する １．３ ６．３ ２．６ １８．８ １３．８ ６．３
２９．新社屋，研究所，記念館，PR館等を改修・建設する １．３ ６．３ ３．８ ２５．０ １６．３ １８．８
３０．その他 ０．０ ０．０ １．３ ０．０ ６．３ ０．０
延企業数 ２４３ ６２ ３６５ １０５ ４７５ ９８
実質回答数 ７７ １６ ７８ １６ ８０ １６
一施策当りの企業数の平均値 ８．１ ２．１ １２．２ ３．６ １５．８ ３．４
一企業当りの施策数の平均値 ３．２ ３．９ ４．７ ６．６ ５．９ ６．１
注）９６年調査では，「３０．その他」に回答のあった企業数は「６」である。具体的には，・社史刊行・決算期ごとの会社情
報誌刊行，・社会貢献活動の充実・SP施策の拡充・知的所有権関連施策，・社長との対話集会，・子会社内にデザイ
ンアイテムの販売事業の実施，・寄付，記入なし（１社）であった。
３５企業の組織変革行動に関する調査
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８．CI活動の実施後の変化とその関連度
（１）CI活動の実施後における変化の程度
CI活動の実施後，どの程度の変化が生じたのかについて，「５点（非常に増えた）」から「１点
（非常に減った）」の５点尺度で尋ねた結果が表１３である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「年間売上高」→「社内コミュニケー
ション」→「経営者と社員の信頼感」・「組織，職場の活性度」である。８６年調査では，同様にみる
と「社員のモラールやロイヤリティー」→「組織，職場の活性度」・「知名度」であった。９６年調査
では，同様にみると「社内コミュニケーション」・「組織，職場の活性度」→「経営者と社員の信頼
感」であった。これをみると２０年の間に社員のモラールの向上や社内コミュニケーションの円滑さな
どに替わって，直接的に事業成績を示す売上高に変化があると認識していることが特徴的である。
その一方で，０６年調査では，数値の低い項目は，その数値が大きくなる順に「流通チャネルへの指
導力や販売力」→「研究開発や商品開発力」→「事業化能力や新規事業展開力」である。８６年調査で
は，「主力製品のマーケット・シェア」→「収益力」→「流通チャネルへの指導力や販売力」であっ
た。９６年調査では，「主力製品のマーケット・シェア」→「流通チャネルへの指導力や販売力」→
「事業化能力や新規事業展開力」であった。これをみると，２０年の間にマーケットシェアに替わっ
て，流通チャネルへの指導力や販売力に変化がないと認識している企業が増えていることが特徴的で
ある。
表１３ CI活動の実施後における変化の程度（n＝２０）
調査
項目
８６ 年
調 査
平均値
９６ 年
調 査
平均値
０６年調査
平均値 １ ２ ３ ４ ５
１．全製品・サービスの中で新製品・サービスの比率 ３．６５ ３．６７ ３．３３ ０ １ ７ ３ １
２．主力製品のマーケットシェア ３．４５ ３．２５ ３．５０ ０ ２ ２ ８ ０
３．年間売上高 ３．７７ ３．６４ ３．８５ ０ ０ ４ ７ ２
４．収益力 ３．４６ ３．４６ ３．５４ ０ １ ５ ６ １
５．研究開発や商品開発力 ３．６１ ３．５１ ３．００ ０ １ ６ ３ １
６．事業化能力や新規事業展開力 ３．５９ ３．４１ ３．１７ ０ １ ８ ３ ０
７．人材や資金の確保・調達力 ３．７４ ３．６８ ３．４２ ０ ０ ８ ３ １
８．流通チャネルへの指導力や販売力 ３．４９ ３．２９ ２．９２ ０ １ ７ ４ ０
９．経営者と社員の信頼感 ３．９８ ３．７５ ３．６４ ０ ０ ６ ７ １
１０．社内コミュニケーション ３．８９ ３．８６ ３．７３ ０ １ ３ １０ １
１１．組織，職場の活性度 ４．０２ ３．８６ ３．６４ ０ １ ４ ８ １
１２．社員のモラールやロイヤリティー ４．０５ ３．７１ ３．３３ ０ １ ９ ４ １
１３．知名度 ４．０２ ３．７３ ３．４２ ０ １ ５ ６ ０
１４．一流評価や信頼性評価 ３．８９ ３．５１ ３．３３ ０ １ ６ ５ ０
１５．技術力やマーケティング力などの企業力評価 ３．６６ ３．４４ ３．３３ ０ ０ ８ ４ ０
１６．外部から見た自社への親近感 ３．８９ ３．７４ ３．５４ ０ ０ ６ ７ ０
総平均値 ３．７６ ３．５９ ３．６１ － － － － －
注）８６年調査では，得点の与え方は，「２点（非常に増えた）」，「１点（やや増えた）」，「０点（どちらとも言
えない）」，「－１点（やや減った）」および「－２点（非常に減った）」である。よって，「８６年調査平均値」
については，これを考慮し，調整した数値を示している。
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（２）変化の程度と CI活動との関連
上記 と同じ項目に CI活動がどの程度，関連しているのかについて，「５点（密接に関係してい
る）」から「１点（全く関係ない）」の５点尺度で尋ねた結果が表１４である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「社内コミュニケーション」→「社員
のモラールやロイヤリティー」→「外部から見た自社への親近感」である。また，上記 では，年間
売上高に変化があったと強く認識していたが，それと CI活動との関連はそれほど強くはなく，社内
コミュニケーションの変化については，CI活動との関連は強いという認識がある。８６年調査では，
同様にみると「知名度」→「社員のモラールやロイヤリティー」・「一流認識や信頼性認識」・「外
部から見た親近感」であった。９６年調査では，同様にみると「社員のモラールやロイヤリティー」→
「外部から見た親近感」→「社内コミュニケーション」であった。
これをみると，変化の程度の数値はそれほど高くはないが，CI活動が従業員のモラールの向上な
どと関連が強いという傾向は，この２０年間で大きな変化はない。また，０６年調査では，９６年調査時に
やや高い数値を示した社内コミュニケーションが一番高い数値を示していることが特徴的である。こ
れは，CI活動が従業員の心的側面に訴えかける施策として認識されていることを示している。
また，全体の平均値をみると，８６年調査→９６年調査→０６年調査の順に，３．４１→２．９９→３．１９であ
る。数値がそれほど高くはなく，変化に対してそれほど CI活動との関連が強いとはいえないという
傾向にも大きな変化はない。
その一方で，数値の低い項目は，０６年調査では，その数値が大きくなる順に「全製品・サービスの
中で新製品・サービスの比率」→「事業化能力や新規事業展開力」→「年間売上高」である。８６年調査
では，同様にみると「収益力」→「年間売上高」→「研究開発や商品開発力」であった。９６年調査で
は，同様にみると「主力製品のマーケット・シェア」→「流通チャネルへの指導力や販売力」→「年間
表１４ CI活動との関連度（n＝２０）
調査
項目
８６ 年
調 査
平均値
９６ 年
調 査
平均値
０６年調査
平均値 １ ２ ３ ４ ５
１．全製品・サービスの中で新製品・サービスの比率 ２．９０ ２．５１ ２．７７ ２ ３ ４ ４ ０
２．主力製品のマーケットシェア ３．１０ ２．２９ ３．１５ １ ２ ５ ４ １
３．年間売上高 ２．８０ ２．３９ ３．０７ １ ２ ７ ３ １
４．収益力 ２．６０ ２．４５ ３．１４ １ １ ８ ３ １
５．研究開発や商品開発力 ２．８０ ２．６４ ３．０８ １ ２ ４ ５ ０
６．事業化能力や新規事業展開力 ３．００ ２．４８ ２．８５ １ ３ ６ ３ ０
７．人材や資金の確保・調達力 ３．３０ ２．８９ ３．１５ １ １ ７ ３ １
８．流通チャネルへの指導力や販売力 ３．００ ２．３１ ３．０８ １ １ ７ ４ ０
９．経営者と社員の信頼感 ３．９０ ３．５０ ３．１３ ０ ２ ７ ４ ２
１０．社内コミュニケーション ３．８０ ３．６５ ３．６３ ０ １ ５ ９ １
１１．組織，職場の活性度 ３．８０ ３．５９ ３．４４ ０ １ ４ ９ １
１２．社員のモラールやロイヤリティー ４．００ ３．６９ ３．５６ ０ １ ６ ８ １
１３．知名度 ４．１０ ３．６２ ３．０８ ２ １ ５ ４ １
１４．一流評価や信頼性評価 ４．００ ３．２６ ３．３１ ０ １ ７ ５ ０
１５．技術力やマーケティング力などの企業力評価 ３．６０ ２．８９ ３．０８ １ ０ ９ ３ ０
１６．外部から見た自社への親近感 ４．００ ３．６８ ３．５０ ０ ０ ８ ５ １
総平均値 ３．４１ ２．９９ ３．１９ － － － － －
３７企業の組織変革行動に関する調査
－３７－
売上高」であった。企業は，市場，業績，事業化能力等に対して CI活動が与える影響はそれほど強
くないと認識していた。また，これについては，項目こそ異なるが，２０年間で大きな変化はなかった。
９．CI活動における人事施策
（１）０６年調査の結果
CI活動を定着させる段階で，人事施策を新設し，あるいは改定・見直しをする企業は多い（松
田，２０００）。CI活動に関連して行なった人事施策について，「新設と改定・見直し」と「階層別（役
員，部長，課長，係長・主任，一般）」という２つの視点から複数回答で尋ねた結果が表１５である。
表１５ CI活動における人事施策（n＝２０）
階層
項目
役員 部長 課長 係長・主任 一般 延企業数 実質回答数２
新 改 新 改 新 改 新 改 新 改 新 改 新 改
１．職能資格制度 ０ ０ ２ ４ ２ ３ ２ ４ ２ ５ ８ １６ ２ ５
２．自己申告制度 １ ０ ２ ２ ３ ２ ５ １ ５ １ １６ ６ ５ ２
３．昇進・昇格制度 ０ １ ２ ３ ２ ３ ２ ４ ２ ５ ８ １６ ２ ６
４．他の資格制度 ０ ０ １ ０ １ ０ １ １ １ １ ４ ２ １ １
５．評価面接制度 ０ ０ ４ １ ４ ２ ４ ２ ５ ２ １７ ７ ５ ３
６．年俸制 １ ２ ０ ３ ０ １ ０ １ ０ １ １ ８ １ ４
７．能力給・業績給 １ ３ ４ ２ ５ ３ ５ ３ ５ ２ ２０ １３ ５ ５
８．諸手当制度 ０ ０ ０ ４ ０ ４ ０ ５ ０ ５ ０ １８ ０ ５
９．社内教育制度 ０ ２ １ ５ １ ６ １ ６ １ ６ ４ ２５ １ ７
１０．研修制度 ２ ２ １ ６ １ ５ １ ７ １ ６ ６ ２６ ２ ８
１１．自己啓発制度 １ ０ ２ ４ ２ ４ ２ ５ ２ ５ ９ １８ ２ ５
１２．人事考課制度 １ ３ １ ９ １ １０ １ １０ １ １１ ５ ４３ ２ １１
１３．中途採用制度 ０ ０ ０ ２ ０ ２ １ ２ １ ２ ２ ８ １ ２
１４．社内人材公募制度 ０ ０ ０ １ １ ３ ３ ３ ３ ３ ７ １０ ３ ３
１５．育児休業制度 ０ １ ２ ３ ２ ３ ３ ４ ３ ４ １０ １５ ３ ４
１６．福利厚生制度 ０ １ ０ ２ ０ ２ ０ ２ ０ ３ ０ １０ ０ ３
１７．裁量労働制度 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ １ ０ ２ ０ ５ ０ ２
１８．社内表彰制度 ０ １ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ８ １０ １ ４
１９．コンピテンシー評価制度 ０ １ ０ ２ ０ ２ ０ ３ ０ ３ ０ １１ ０ ３
２０．職務給 ０ １ ０ １ ０ １ ０ １ ０ １ ０ ５ ０ １
２１．専門職制度 ０ ０ ０ ３ ０ ３ ０ ３ ０ ３ ０ １２ ０ ３
２２．介護支援制度 １ ０ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ １３ １２ ２ ４
２３．出産・育児制度 ０ ２ １ ４ １ ５ １ ５ １ ５ ４ ２１ １ ５
２４．役職の任期制度 ０ １ １ １ ０ １ ０ １ ０ １ １ ５ １ ２
２５．その他 １ ０ １ ０ １ ０ １ ０ １ ０ ５ ０ １ ０
延企業数 ９ ２１ ３０ ６８ ３２ ７１ ３８ ７９ ３９ ８３ １４８ ３２２
実質回答数１ ５ ６ ９ １２ ９ １３ １０ １３ １１ １３
実施した施策の数 ８ １３ １６ ２４ １６ ２３ １７ ２４ １８ ２４
注１）上記表１５で，「新」は施策の新設を，「改」はその改定・見直しを示している。以下，同様の「延企業数」は，重複
を含む，当該施策を行った企業の延数を示している。「実質回答数１・２」は，前述の「延企業数」とは異なって，
重複を含めず，当該施策を行ったと回答した企業の正味の数を示している。「実施した施策の数」は，項目で２５ある
うちの施策の中から，その階層を対象にして行なった企業の回答数を示している。これらについては，表１６・１７も同
様である。
注２）役員クラスの その他（自由記入）の回答企業数は１である。また，「２５．その他」に記述内容（回答のあったも
の）は次のとおりである。 ・定年退職者再雇用制度 ・職能資格制度を廃し，年功的資格ベースの制度から役割重
視の人事制度とした。
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新設をした施策については，実質回答数２の数値をみると，役員層では「研修制度」が，部長層で
は「能力給・業績給」・「評価面接制度」が，課長層では「能力給・業績給」が，係長・主任層では
「自己申告制度」・「能力給・業績給」が，一般層では「自己申告制度」・「能力給・業績給」・
「評価面接制度」がその数値が高い。
同様にみると，改定・見直しをした施策についてはどの階層も「人事考課制度」が高い。
（２）９６年調査との比較
０６年調査と９６年調査との比較をした結果が表１６・１７である。なお，８６年調査では，この質問項目に
よる調査を行ってはいなかった。
①新設
新設をした施策について階層別に比較した結果が表１６である。
表１６ 新設施策における９６・０６年調査の比較
階層
項目
役員％ 部長％ 課長％ 係長・主任％ 一般％
９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年
１．職能資格制度 ０．０ ０．０ ３５．７ ２２．２ ３１．４ ２２．２ ３５．３ ２０．０ ３２．４ １８．２
２．自己申告制度 ０．０ ２０．０ １４．３ ２２．２ ２５．７ ３３．３ ２３．５ ５０．０ ２３．５ ４５．５
３．昇進・昇格制度 ２５．０ ０．０ １７．９ ２２．２ ２０．０ ２２．２ １４．７ ２０．０ １１．８ １８．２
４．他の資格制度 ２５．０ ０．０ ７．１ １１．１ ８．６ １１．１ ８．８ １０．０ ５．９ ９．１
５．評価面接制度 ２５．０ ０．０ ２５．０ ４４．４ ２８．６ ４４．４ ２３．５ ４０．０ ２３．５ ４５．５
６．年俸制 ０．０ ２０．０ １０．７ ０．０ ５．７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
７．能力給・業績給 ０．０ ２０．０ ２１．４ ４４．４ １１．４ ５５．６ １４．７ ５０．０ １４．７ ４５．５
８．諸手当制度 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
９．社内教育制度 ０．０ ０．０ ３．６ １１．１ ８．６ １１．１ ８．８ １０．０ ５．９ ９．１
１０．研修制度 ２５．０ ４０．０ １４．３ １１．１ １１．４ １１．１ ８．８ １０．０ １４．７ ９．１
１１．自己啓発制度 ２５．０ ２０．０ ７．１ ２２．２ ５．７ ２２．２ ５．９ ２０．０ ５．９ １８．２
１２．人事考課制度 ０．０ ２０．０ １４．３ １１．１ １１．４ １１．１ １１．８ １０．０ １１．８ ９．１
１３．中途採用制度 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ２．９ ０．０ ２．９ １０．０ ０．０ ９．１
１４．社内人材公募制度 ０．０ ０．０ ７．１ ０．０ １１．４ １１．１ １１．８ ３０．０ １１．８ ２７．３
１５．育児休職制度 ０．０ ０．０ ２８．６ ２２．２ ２８．６ ２２．２ ３２．４ ３０．０ ３８．２ ２７．３
１６．福利厚生制度 ０．０ ０．０ ３．６ ０．０ ２．９ ０．０ ２．９ ０．０ ２．９ ０．０
１７．裁量労働制度 ２５．０ ０．０ ２１．４ ０．０ ２２．９ ０．０ ３８．２ ０．０ ２９．４ ０．０
１８．社内表彰制度 ０．０ ０．０ ７．１ ２２．２ ８．６ ２２．２ ８．８ ２０．０ ８．８ １８．２
１９．コンピテンシー評価制度 － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０
２０．職務給 － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０
２１．専門職制度 － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０ － ０．０
２２．介護支援制度 － ２０．０ － ３３．３ － ３３．３ － ３０．０ － ２７．３
２３．出産・育児制度 － ０．０ － １１．１ － １１．１ － １０．０ － ９．１
２４．役職の任期制度 － ０．０ － １１．１ － ０．０ － ０．０ － ０
２５．その他 ０．０ ２０．０ ３．６ １１．１ ２．９ １１．１ ０．０ １０．０ ０．０ ９．１
延企業数 ６ ９ ６８ ３０ ８７ ３２ ８６ ３８ ８２ ３９
実質回答数１ ４ ５ ２８ ９ ３５ ９ ３４ １０ ３４ １１
実施した施策の数 ６ ８ １７ １６ １８ １６ １６ １７ １５ １８
注１）上記表１６の数値は，９６年・０６年調査とも百分率で示している。これは，表１５の実質回答数１を分母にして，当該の
施策を行なったと回答した企業数を分子にして算出している。９６年調査で，回答のあった企業数は４８社（新設と改
定・見直しを含む）である。また，これらにおける９６年調査の詳細については，松田（２０００），１０６－１１０頁，を参照。
注２）９６年調査では，項目番号の１９．～２４．までの調査は行っていない。これらは０６年調査で新たに加えた項目である。
３９企業の組織変革行動に関する調査
－３９－
０６年調査では，全体で上位項目の３つ（実質回答数）は，「自己申告制度」・「評価面接制度」・
「能力・業績給」である。９６年調査では，表１６には示していないが，同様にみると「育児休職制
度」・「裁量労働制度」→「職能資格制度」・「評価面接制度」であった（松田（２０００），１０８頁参
照）。これをみると，働き方に関連するものからこの１０年の間に評価や報酬に関連するものに替わっ
ていることが特徴的である。
９６年調査では，階層別にみると，役員層では，施策を行った企業は少なかった。延企業数の上位項
目の３つをみると，その数値が低くなる順に，部長層では「職能資格制度」→「育児休職制度」→
「面接制度」であった。課長層では「職能資格制度」→「面接制度」→「育児休職制度」であった。
係長層では「裁量労働制度」→「職能資格制度」→「育児休職制度」であった。一般層では「育児休
職制度」→「職能資格制度」→「裁量労働制度」であった。傾向として，資格・評価や福利厚生に関
連する施策が新しく導入されていた。
これが，上述したように評価・報酬に関連する施策に替わっている。
②改定・見直し
改定・見直しをした施策について階層別に比較した結果が表１７である。
０６年調査では，全体で上位項目の３つ（実質回答数）は，その数値が低くなる順に，「人事考課制
度」→「研修制度」→「社内教育制度」である。９６年調査では，表１７には示していないが，全体で上
位項目の３つは，その数値が低くなる順に「人事考課制度」→「社内教育制度」→「能力給・業績
給」であった（松田（２０００），１０９頁参照）。これをみると，人事考課と従業員教育に関連するものを
行うことに大きな変化はないといえる。
また，９６年調査では，階層別にみると，役員層では，施策を行った企業は少なかった。延企業数の
上位項目の３つをみると，その数値の低くなる順に，部長層では「人事考課制度」→「能力給・業績
給」→「職能資格制度」であった。課長層では「人事考課制度」→「社内教育制度」→「能力給・業
績給」・「研修制度」であった。係長層では「人事考課制度」→「社内教育制度」→「自己申告制
度」・「研修制度」・「自己啓発制度」であった。一般層では「人事考課制度」→「社内教育制度」
→「自己申告制度」・「研修制度」・「自己啓発制度」・「社内表彰制度」であった。傾向として，
評価・処遇・報酬，研修，教育に関連する施策について改定・見直しをはかっていた。これをみる
と，上述したように人事考課と従業員教育に関連するものを行うことに，この１０年の間に大きな変化
はないといえる。
９６年調査では，延企業数は新設よりも改定・見直しの方が多かった。企業には，新規に施策を設定
するというよりも既存施策を改定することが効果的・即効的であるという認識があったのである。ま
た，役員・部長層よりも課長・係長・一般層に対して多様な施策を実施する傾向があった。これらの
傾向についても，０６年調査でも大きな変化はない。
４０ 松 田 陽 一
－４０－
８．CI活動における従業員の意識や行動の変化
CI活動を行った後（またはその最中），従業員の意識や行動に生じた変化について「５点（強く生
じている）」から「１点（ほとんど生じていない）」の５点尺度で尋ねた結果が表１８である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値が低くなる順に「社員が会社のめざしていることを理
解できるようになったこと」→「社員が会社の一員としての自覚が高まったこと」→「社員が会社を
誇りに思うようになったこと」「社員が経営トップの方針を理解できるようになったこと」である。
その一方で，下位項目は，その数値が大きくなる順に「社員が自らの仕事をやりやすくなったと思
えるようになったこと」→「社員が仕事の効率化やスピード化をはかるようになったこと」である。
従業員の会社・経営者への理解や自覚については変化があったという認識があるが，その数値はそ
れほど高くはない。その一方で，従業員の仕事のやり方やスピード化についてはあまり変化がなかっ
たという認識がある。
なお，８６・９６年調査では，この質問項目による調査を行ってはいなかった。
表１７ 改定・見直し施策における９６年・０６年調査の比較
階層
項目
役員％ 部長％ 課長％ 係長・主任％ 一般％
９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年 ９６年 ０６年
１．職能資格制度 ０．０ ０．０ ３７．５ ３３．３ ３７．５ ２３．１ ３７．２ ３０．８ ３４．９ ３８．５
２．自己申告制度 １２．５ ０．０ １７．５ １６．７ ３０．０ １５．４ ４１．９ ７．７ ４１．９ ７．７
３．昇進・昇格制度 ０．０ １６．７ ３５．０ ２５．０ ３７．５ ２３．１ ３４．９ ３０．８ ３４．９ ３８．５
４．他の資格制度 ０．０ ０．０ １５．０ ０．０ １７．５ ０．０ １４．０ ７．７ １４．０ ７．７
５．評価面接制度 ０．０ ０．０ ２．５ ８．３ １２．５ １５．４ １４．０ １５．４ １４．０ １５．４
６．年俸制 ０．０ ３３．３ ２．５ ２５．０ ２．５ ７．７ ０．０ ７．７ ０．０ ７．７
７．能力給・業績給 ０．０ ５０．０ ４５．０ １６．７ ４２．５ ２３．１ ３０．２ ２３．１ ３０．２ １５．４
８．諸手当制度 １２．５ ０．０ ２２．５ ３３．３ ２０．０ ３０．８ ２０．９ ３８．５ ２５．６ ３８．５
９．社内教育制度 ０．０ ３３．３ ３２．５ ４１．７ ４７．５ ４６．２ ４８．８ ４６．２ ４６．５ ４６．２
１０．研修制度 １２．５ ３３．３ ３５．０ ５０．０ ４２．５ ３８．５ ４１．９ ５３．８ ４１．９ ４６．２
１１．自己啓発制度 ２５．０ ０．０ ３０．０ ３３．３ ４０．０ ３０．８ ４１．９ ３８．５ ４１．９ ３８．５
１２．人事考課制度 １２．５ ５０．０ ６０．０ ７５．０ ６０．０ ７６．９ ５１．２ ７６．９ ５３．５ ８４．６
１３．中途採用制度 ０．０ ０．０ ５．０ １６．７ ７．５ １５．４ ７．０ １５．４ ９．３ １５．４
１４．社内人材公募制度 ０．０ ０．０ ２．５ ８．３ ２．５ ２３．１ ４．７ ２３．１ ４．７ ２３．１
１５．育児休職制度 ０．０ １６．７ ５．０ ２５．０ ７．５ ２３．１ １４．０ ３０．８ １６．３ ３０．８
１６．福利厚生制度 ３７．５ １６．７ ２０．０ １６．７ ２５．０ １５．４ ２５．６ １５．４ ２３．３ ２３．１
１７．裁量労働制度 １２．５ ０．０ １２．５ ８．３ ５．０ ７．７ ４．７ ７．７ ４．７ １５．４
１８．社内表彰制度 ２５．０ １６．７ ２７．５ １６．７ ３２．５ １５．４ ３９．５ １５．４ ４１．９ ２３．１
１９．コンピテンシー評価制度 － １６．７ － １６．７ － １５．４ － ２３．１ － ２３．１
２０．職務給 － １６．７ － ８．３ － ７．７ － ７．７ － ７．７
２１．専門職制度 － ０．０ － ２５．０ － ２３．１ － ２３．１ － ２３．１
２２．介護支援制度 － ０．０ － ２５．０ － ２３．１ － ２３．１ － ２３．１
２３．出産・育児制度 － ３３．３ － ３３．３ － ３８．５ － ３８．５ － ３８．５
２４．役職の任期制度 － １６．７ － ８．３ － ７．７ － ７．７ － ７．７
２５．その他 １２．５ ０．０ ２．５ ０．０ ２．５ ０．０ ２．３ ０．０ ２．３ ０．０
延企業数 １３ ２１ １６０ ６８ １８９ ７１ ２０４ ７９ ２０７ ８３
実質回答数１ ８ ６ ４０ １２ ４０ １３ ４３ １３ ４３ １３
実施した施策の数 ９ １３ １９ ２４ １９ ２３ １８ ２４ １８ ２４
注１）上記表１７の数値は，９６年・０６年調査とも百分率で示している。これは，表１５の実質回答数１を分母にして，当該の
施策を行ったと回答した企業数を分子にして算出している。９６年調査で，回答のあった企業数は４８社（新設と改定・
見直しを含む）である。また，これらにおける９６年調査の詳細については，松田（２０００），１０６－１１０頁，を参照。
注２）９６年調査では，項目番号の１９．～２４．までの調査は行っていない。これらは０６年調査で新たに付加した項目である。
４１企業の組織変革行動に関する調査
－４１－
９．CI活動における活動推進上の阻害要因
組織変革における実践上の大きな課題として，活動推進をしていく上で抵抗のあること，つまり変
革行動がいろいろな要因によって阻害されるということがある。組織変革モデルの基礎にあるグルー
プダイナミックス理論においても，この点に関する研究や指摘は多い。つまり，CI活動がスムーズ
に推進できるかどうかは，この阻害要因をいかにして除去するかにある。具体的には，組織変革の推
進上で，CI活動に関する阻害要因を除去する手法を確立すること，およびその発生のメカニズムを
明らかにすることが課題となる。
CI活動における活動推進上の阻害要因について，「５点（非常に障害になった）」から「１点（全
く障害にならなかった）」の５点尺度で尋ねた結果が表１９である。
０６年調査では，上位項目の３つは，その数値の低くなる順に「活動に対する保守的な態度や職場の
雰囲気」→「活動の定着やフォロー施策の未構築」→「社員が活動内容を理解するのに難しい点が多
い」である。その一方で，「主要事業領域の転換」や「他企業の合併」については阻害要因としての
認識は低い。
９６年調査では，同様にみると「活動の定着・フォロー施策の未構築」→「活動に対する保守的な態
度，社内・職場の雰囲気」→「活動内容の社内普及の不足」であった。その一方で，「企業合併・吸
収」や「経営者の交代」については阻害要因としての認識は低かった。
９６年調査と０６年調査とも上位２つの項目については，順位の異動はあるが変化はなく，また，数値
表１８ CI活動における従業員の意識や行動の変化（n＝２０）
項目＼選択肢 平均値 １ ２ ３ ４ ５
１．社員が経営トップの方針を理解できるようになったこと ３．３５ １ ０ ９ ６ １
２．社員が明るくなり，職場の雰囲気が活性化するようになったこと ３．０６ １ ２ ９ ３ １
３．社員がお客様から良い評価をいただいたと思えるようになったこと ３．２９ ２ １ ６ ６ ２
４．社員が自らの仕事をやりやすくなったと思えるようになったこと ２．８８ ２ ３ ７ ３ １
５．社員が会社を誇りに思うようになったこと ３．３５ ０ ２ ８ ６ １
６．社員が自らの仕事目標を明確にできるようになったこと ３．１２ ２ １ ８ ５ １
７．社員が職場内で行なうコミュニケーションがよくなったこと ３．３１ ０ ３ ６ ６ １
８．社員が会社のめざしていることを理解できるようになったこと ３．５６ ０ １ ６ １１ ０
９．社員が自分の仕事に自信がもてるようになったこと ３．０６ ２ １ ８ ４ １
１０．社員が会社の社会的責任の大きさを理解できるようになったこと ３．２４ ２ ２ ５ ６ ２
１１．社員が会社の一員としての自覚が高まったこと ３．４４ １ １ ５ ８ １
１２．社員がお客様に対して会社の方針を明確に説明できるようになったこと ３．１３ ０ ３ ８ ５ ０
１３．社員が社内の情報をよりよく伝えるようになったこと ３．０６ ２ ０ ９ ５ ０
１４．社員が会社の将来について自分なりに考えるようになったこと ３．１９ １ １ ８ ６ ０
１５．社員が会社との一体感を強めるようになったこと ３．０６ １ １ １１ ２ １
１６．社員が仕事の効率化やスピード化をはかるようになったこと ２．９４ １ ５ ５ ４ １
１７．社員が仕事の改善や修正に対して提案等するようになったこと ３．１２ １ ２ ９ ４ １
１８．社員が会社の業績に対して関心をもつようになったこと ３．１７ １ ２ ８ ７ ０
１９．その他 ３．７５ ０ ０ ２ １ １
総平均値 ３．１８ － － － － －
注１）その他（自由記入）の回答企業数は４である。また，その記述内容（回答のあったもの）は次のとおりである。
・社員が顧客満足について関心をもった ・基幹業務の IT化が進んだ
注２）上記表１８の中で「平均値」は，「１９．その他」の数値を除いた数値である。
４２ 松 田 陽 一
－４２－
をみても高い数値ではない。つまり，どの項目についてもそれほど大きな阻害要因とは認識していな
いことについては，９６年調査時より大きな変化はない。
なお，８６年調査では，この質問項目による調査を行ってはいなかった。
Ⅳ．調査結果の要約
０６年調査（８６・９６年調査との比較を含む）の分析結果について，その要約は次のとおりである。
（１）CI活動の期間について，開始年と終了年の間隔が３年以上ある企業の割合は６６．７％である。９６年
調査では，それが７５．０％であった。長期化した活動期間がこの１０年でやや短期化している（表４）。
（２）CI活動の推進組織の人数については，専従者のみで推進している企業の割合（２１．４％）は９６年調
査より増えているが，その人数（１．４３人）は減少している（表５）。また，兼任者の人数も８６年調査
（７．６０人），９６年調査（１０．６０人）と増加傾向にあったが，０６年調査（３．７８人）では大幅に減少してい
る（表６）。次に，CI活動の推進における最高責任者が「取締役」以上である割合は，８６年調査
（９２．６％）と９６年調査（８８．５％）では高い値であったが，０６年調査（４６．７％）ではかなり低くなって
おり，下位層に移っている（表７）。
（３）CI活動の導入契機について，０６年調査では，数値が高いのは「企業イメージの向上や統一への要
表１９ CI活動の推進上の阻害要因（n＝２０）
調査
項目
９６年調査
（n＝７５）
０６年調査
平均値 １ ２ ３ ４ ５
１．活動に対する保守的な態度や職場の雰囲気 ３．２７ ３．５６ ０ ２ ５ １０ １
２．活動継続の費用不足 ２．５４ ２．６９ ３ ３ ７ ２ １
３．経営者の交代 １．４９ ２．０７ ７ ０ ８ ０ ０
４．業績の悪化 ２．２８ ２．４７ ４ ３ ５ ３ ０
５．活動推進部署の縮小や解散 ２．３０ ２．２９ ４ ２ ８ ０ ０
６．活動内容の社内普及の不足 ３．０９ ３．１１ ０ ２ １２ ４ ０
７．活動の定着やフォロー施策の未構築 ３．３０ ３．３９ ０ １ ９ ８ ０
８．早急な活動成果の追及 ２．６７ ２．９４ １ ３ ８ ４ ０
９．活動プログラムの未熟さ ２．９７ ３．１９ ０ ３ ７ ６ ０
１０．社員が活動内容を理解するのに難しい点が多い ２．９１ ３．３５ １ ２ ５ ８ １
１１．活動に面白さや新しさがない ２．６７ ３．１９ ０ ２ ９ ５ ０
１２．別の社内活動の登場 １．７８ ２．１３ ６ １ ８ ０ ０
１３．他企業の吸収 （１．３８） １．５４ ９ １ ３ ０ ０
１４．他企業との合併 （１．３８） １．５７ １０ ０ ４ ０ ０
１５．主要な事業領域の転換 １．５４ １．００ ２ ０ ０ ０ ０
１６．経営戦略の転換 １．６８ １．６９ ８ １ ４ ０ ０
１７．その他 ３．５０ ３．００ ０ ０ １ ０ ０
総平均値 ２．３９ ２．５１ － － － － －
注１）０６年調査では「１７．その他（自由記入）」の回答企業数は１であるが，具体的な記述内容はない。９６年調
査におけるそれは，「個別テーマ所管の部署との調整」，「お祭り騒ぎ的感覚・CI用語に工夫が足りなかっ
た」，「書物等の難解な言葉が最大の障害」であった。
注２）９６年調査では「１３．他企業の吸収」と「１４．他企業との合併」との質問は「企業合併・吸収」で尋ねてお
り，数値は「１．３８」である。
注３）最下段の総平均値は，９６・０６年調査とも「１７．その他」を除外して数値を算出している。
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請（７０．０％）」→「社内活性化・意識変革の要請（６５．０％）」→「創立○周年事業（３０．０％）」・「社
名変更（３０．０％）」である。この結果は，８６年調査とその内容が大きく替わった９６年調査の結果と
は，項目が逆転している。近年，企業の CI活動には，イメージの向上や統一が社内活性化や意識変
革よりも大きな導入契機になっている（表８）。
（４）CI活動の成果に対する自己評価について，０６年調査では，数値が高いのは「社員の意識一体化
（３．８３）」→「組織活性化やそのための環境づくり（３．７８）」→「企業イメージアップ（３．７７）」であ
る。社員の意識一体化や組織活性化という企業内部の課題について成果があったと考えていることが
特徴的である（表９）。
（５）CI活動の施策について，０６年調査では，数値が高いのは「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニ
ホーム，社章，名刺，パッケージ，店舗，看板等のデザイン系の新設・改定・統一を行なう
（７０．０％）」・「新しい企業理念を社内外に発表する（７０．０％）」→「CI活動推進委員会等のプロ
ジェクトチームの発足・設立（６５．０％）」である。８６・９６年調査と同様な傾向を示している。ま
た，８６・９６年調査では上位にあった「アンケートやインタビューなどによる社員の意識調査
（５０．０％）」や「自社の企業イメージの調査（４５．０％）」は，数値がかなり低くなっている（表１０）。
次に，CI活動の施策を行うプロセスについて，０６年調査において①準備期では「CI活動推進委員
会等のプロジェクトチームの発足や設立（６２．５％）」→「自社の企業イメージ調査（４３．８％）」が，②
導入期では「ロゴタイプ，シンボルマーク，ユニホーム，社章，名刺，パッケージ，店舗，看板のデ
ザイン系の新設・改定・統一を行なう（６８．８％）」→「新しい企業理念を社内外に発表する
（６２．５％）」が，③展開期では「昇給・昇格などの人事制度や給与・報酬制度を改定する（４３．８％）」
等の施策を行うことが多い（表１１）。
また，施策を行うプロセスについて９６年調査と比較すると，①準備期では，上位項目の３つをみる
と，順位は異なるが項目は同一である，②導入期では，上位項目の３つをみると，順位も項目も同一
である，③展開期では，９６年調査で高かった企業広告展開や文化イベントの開催・協賛に替わって人
事施策の改定等を行う企業が多い。
また，一企業が行う施策は，９６年調査では３．２→４．７→５．９であったが，０６年調査では３．９→６．６
→６．１である。CI活動が進んでいくと企業が行う施策も増えていくという傾向は見受けられず，また
全体的な施策数の増えていることが特徴的である（表１２）。
（６）CI活動を行った後，その変化の程度について，０６年調査では，数値が高いのは「年間売上高
（３．８５）」→「社内コミュニケーション（３．７３）」→「組織，職場の活性度（３．６４）」→「経営者と社
員の信頼感（３．６４）」である。８６・９６年調査ではみられなかった直接的な事業成績に関連する売上高
の変化について高い（表１３）。
また，それらの変化と CI活動との関連度について，０６年調査では，数値が高いのは「社内コミュ
ニケーション（３．６３）」→「社員のモラールやロイヤリティー（３．５６）」→「外部から見た自社への親
近感（３．５０）」である。８６・９６年調査とは順位は異なるが，この傾向に大きな変化はない（表１４）。
（７）CI活動に関連して行った人事施策について，０６年調査では，新設した施策において，採用した企
業数（実質回答数）が高いのは「自己申告制度（５社）」・「評価面接制度（５社）」・「能力・業績
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給（５社）」である。また，同様に改定・見直した施策において数値が高いのは「人事考課制度（１１
社）」→「研修制度（８社）」→「社内教育制度（７社）」である。
階層別にみると，新設した施策については，役員層では「研修制度（２社）」が，部長層では「能
力給・業績給（４社）」・「評価面接制度（４社）」が，課長層では「能力給・業績給（５社）」が，
係長・主任層では「自己申告制度（５社）」・「能力給・業績給（５社）」が，一般層では「自己申告
制度（５社）」・「能力給・業績給（５社）」・「評価面接制度（５社）」が高い。改定・見直した施
策については，どの階層も「人事考課制度」が高い（表１５）。
９６年調査と比較すると，新設した施策については，どの階層での施策も両調査では項目が異なって
いる。改定・見直した施策については，どの階層も「人事考課」と「社内教育制度」・「研修制度」
が高いことについて変化はない（表１６・１７）。
（８）CI活動を行った結果（またはその最中），従業員に生じた意識や行動の変化について，０６年調査
では，数値が高いのは「社員が会社のめざしていることを理解できるようになったこと（３．５６）」→
「社員が会社の一員としての自覚が高まったこと（３．４４）」である。しかし，それほど高い数値では
ない。その一方で，数値が低いのは「社員が自らの仕事をやりやすくなったと思えるようになったこ
と（２．８８）」→「社員が仕事の効率化やスピード化をはかるようになったこと（２．９４）」である（表
１８）。企業の方針の理解や自覚の向上には変化があったが，自らの仕事のやり方や効率化等にはそれ
ほど変化がない。
（９）CI活動における活動推進上の阻害要因について，０６年調査では，数値が高いのは「活動に対する
保守的な態度や職場の雰囲気（３．５６）」→「活動の定着やフォロー施策の未構築（３．３９）」である。９６
年調査と順位は異なるが，この傾向に大きな変化はない（表１９）。
Ⅴ．む す び
CI活動そのものも，その導入企業数は激減し，１９８０年代から９０年代初頭にかけてのブームの感は
もはやみるかげもない。よって，０６年調査においては，それ以前の８６・９６年調査に比較して，郵送し
た企業数は増えたのであるが，回答数はそれほど多くはない。本稿では単純に比較しているが，有意
な差異が本当にあるのかという疑問については，さらに，分析する必要がある。本稿においては，１９８０
年代からの日本企業の CI活動について概略的な様相を提示したにとどまっている。
最後に，上述の調査結果について，非常に大括りではあるが，概略的に以下のようにまとめること
ができるだろう。
（１）９６年調査を境にして，「CI」活動そのものは，再び，１９７０年代後半の導入時のように「VI」系の
施策効果を主に期待して，行われる傾向になっている。よって，９６年調査時のように人の意識や行動
に訴えて，組織変革を考慮することについては，やや後退傾向にあるといえる。
（２）これは，松田（２０００）で指摘したように，戦略や売上と直接的には関連が見出し得ない「CI」活
動の施策としての限界と言える。よって，今日，企業が期待しているのは，「CI」活動の基本にある
視覚面や即効的な市場（シェア向上等）への訴求である。
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（３）その一方で，「CI」活動と名称は使用しなくても，「VI」系の施策と連携して，「MI・BI」系の施
策を行い，従業員の意識や行動変革を図ろうとしている企業はある。この点についても，松田
（２０００）で指摘したことである。
（４）これは，CI活動が施策としては，２０年間にわたって行われ，その施策プログラムやその効果の領
域について企業の判断が可能になった，あるいはなりつつあるということを示している（とくに人事
施策）。また，組織の従業員の意識や行動変革を意図して組織変革を行うに際して，その考え方や具
体的な施策のひとつとして，企業に浸透しているのではないか，と思われる。
（５）ただし，CI活動に替わる従業員の意識や行動変革を対象とした具体的な施策について，２０年の間
に日本企業は，新たに見出しかといえば疑問が残る。
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